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附則  

 

第 1章  総則  

 

第 1節  目的  

 

(目的 ) 

第 1条  日本体育大学 (以下「本学」という。)は、学校教育法 (昭和 22年法律第 26号 )に

規定する大学の目的と方針に則り、広く知識を授け、深く保健体育及びスポーツ並び

に保健・医療に関する学術と実際を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を錬磨

し、創造性に富み、豊かな人間性と国際的視野をもった教養高き人間を育成するとと

もに、広く人類の健康の増進及び福祉の充実と、スポーツ文化の向上及び体育の発展

に貢献することを目的とする。  

 

第 2節  自己点検及び評価  

 

(自己点検・評価及び研修等 ) 

第 2条  本学は、前条に規定する目的を達成するため、本学における教育研究活動等の
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状況について、絶えず自己点検及び評価を行い、教育研究水準の維持向上に努め、そ

の結果を公表し、点検及び評価の結果について、本学職員以外の者による検証を行う

よう努めるものとする。  

2 前項の教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ること

ができる方法によって、積極的に情報を提供するものとする。  

3 自己点検及び評価の実施並びに情報の提供等に関して必要な事項は、別に定める。 

4  本学の教育内容等の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するための

ファカルティ・ディベロップメント (FD)に関する事項は別に定める。  

 

第 3節  設置学部、学科等及び収容定員  

 

(構成 ) 

第 3条  本学に、体育学部、児童スポーツ教育学部及び保健医療学部を置く。  

2 前項の 3学部のほかに専攻科及び大学院を置き、必要な事項は別に定める。  

 

(学部及び学科の目的 ) 

第 4条  本学は、体育学部、児童スポーツ教育学部及び保健医療学部に次の学科を設け

る。  

(1) 体育学部  

ア  体育学科  

イ  健康学科  

ウ  武道学科  

エ  社会体育学科  

(2) 児童スポーツ教育学部  

ア  児童スポーツ教育学科  

(3) 保健医療学部  

ア  整復医療学科  

イ  救急医療学科  

2 各学部及び各学科の目的は、本学の目的に従い、次のとおりとする。  

(1) 体育学部は、保健体育及びスポーツに関する学術と実際を教授研究し、国際的

視野をもった高い教養と、体育及び健康等の指導や支援に関する専門的な知識・技

術を兼ね備えた指導者を養成する。  

 ア  体育学科は、体育・スポーツの科学的研究を深めると共に、国際的な視野に立っ

た教養豊かな指導者及び優秀な競技者を養成する。  

 イ  健康学科は、学校教育における児童・生徒並びに勤労者及び福祉的支援を要す

る人の体力向上と健康の増進について、スポーツ医科学と福祉の連携により、専

門的な知識や技術を身につけた指導者を養成する。  

 ウ  武道学科は、日本古来の武道・伝統芸能に関する学術と実際を教授研究すると

ともに、国際社会で活躍できる指導者を養成する。  

 エ  社会体育学科は、環境に配慮し自然と人の共生を考え、健康で豊かなスポーツ
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ライフを構築・実現するため、多様なスポーツ活動のニーズに対応できる指導者

を養成する。  

(2) 児童スポーツ教育学部は、児童期における心身の発達特性に応じた体つくり、

運動遊び・スポーツ、体育及び健康等の指導や支援に関する専門的な知識と技術を

備えた指導者を養成する。   

(3) 保健医療学部は、深く保健、医療及び福祉に関する専門的な学術と実際を教授

研究し、高度な専門知識・技術と高い倫理観を備えた医療人を育成する。  

  ア  整復医療学科は、高度な専門知識・技術と、豊かな人間性、高い倫理観を備

えた柔道整復師を養成する。  

イ  救急医療学科は、現代社会の要請と医療・保健のニーズに応える高度な知識

と高い技術を持った救急救命士を養成する。  

 

(入学定員及び収容定員 ) 

第 5条  本学の入学定員及び収容定員は、次のとおりとする。  

学部  学科  コース  入学定員  収容定員  

体育学部  体育学科   620人  2,480人  

健康学科   160人  640人  

武道学科   120人  480人  

社会体育学科   160人  640人  

学部合計  1,060人  4,240人  

児童スポーツ教育

学部  

児童スポーツ教育学科  児童ｽﾎﾟｰ

ﾂ教育ｺｰｽ 

150人  600人  

幼 児 教 育

保育ｺｰｽ 

50人  200人  

学部合計  200人  800人  

保健医療学部  整復医療学科   90人  360人  

救急医療学科   80人  320人  

学部合計  170人  680人  

総合計   1,430人  5,720人  

 

第 4節  附置機関等  

 

(図書館 ) 

第 6条  本学に、図書館を置く。  

2 前項の図書館に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(設置機関 ) 

第 7条  本学に、総合スポーツ科学研究センター、体育研究所、スポーツ・トレーニン

グセンター、学生支援センター及びアドミッションセンターを置く。  
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2 前項の各機関に関して必要な事項は、それぞれ、別に定める。  

 

(健康管理センター ) 

第 8条  本学に、健康管理センターを置く。  

2 前項の健康管理センターに関して必要な事項は、別に定める。  

 

(学生寮 ) 

第 9条  本学に、学生寮を置く。  

2 前項の学生寮に関して必要な事項は、別に定める。  

 

第 5節  職員組織及び職務  

 

(職員組織及び職務 ) 

第 10条  本学の職員は、次のとおりとする。  

(1) 学長、副学長、学部長、教授、准教授、助教、助手及び事務職員を置く。  

(2) 前号のほか、講師、技術職員及びその他必要な職員を置くことができる。  

2 前項の職員は、それぞれ、次の職務を行う。  

(1) 学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督する。  

(2) 副学長は、学長の職務を助ける。  

(3) 学部長は、学部に関する事項を掌理する。  

(4) 教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の特に優れた知識、能

力及び実績を有する者であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従

事する。  

(5) 准教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の優れた知識、能力

及び実績を有する者であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事

する。  

(6) 助教は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の知識、能力を有する

者であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。  

(7) 助手は、その所属する組織における教育研究の円滑な実施に必要な業務に従事

する。  

(8) 講師は、教授又は准教授に準ずる職務に従事する。  

(9) 事務職員は、事務に関する職務により、教育研究活動の支援及び大学の管理運

営に従事する。  

(10) 技術職員は、技術に関する職務に従事する。  

(11) その他の職員は、定められた職務に従事する。  

3 職員の組織及び職員の詳細に関して必要な事項は、別に定める。  

 

第 6節  会議  

 

（会議）  
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第 11条  本学における重要な事項を審議するため、学部教授会及び全学教授会並びに

学部長会を置くこととし、学部教授会及び全学教授会を合わせて、教授会という。  

2 教授会は、教授、准教授及び助教をもって構成し、構成員の 3分の 2以上が出席しな

ければ、その議事を行うことができない。  

3 教授会には、大学事務局長その他必要な事務職員を出席させることができる。  

4 教授会に関して必要な事項は、別に定める。  

 

（学部教授会）  

第 12 条  学部教授会は、学部長が招集し、その議長となる。  

2 学部教授会は、次の事項を審議する。  

(1) 教育課程、授業及び試験等、教育に関する事項  

(2) 学生の入学、卒業、休学、退学及び留学等に関する事項  

(3) 学生の生活指導、福利厚生、奨学及び就職等に関する事項  

(4) 学生の表彰及び懲罰に関する事項  

(5) 研究計画、共同研究及び受託研究その他研究に関する事項  

(6) 教員の人事に関する事項  

(7) 学部長候補者の推薦及び学科長等の選出に関する事項  

(8) 学部長会から、教授会に意見を求められた事項  

(9) その他学部の教育及び研究に関する重要な事項  

 

（全学教授会）  

第 13条  全学教授会は、学長が招集し、その議長となる。  

2 全学教授会は、学部教授会の審議事項及び学部長会の審議事項について、審議する

ことができる。  

 

(学部長会 ) 

第 14条  本学に、全学の重要事項を審議するため、学部長会を置く。  

2 前項の学部長会に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(委員会等 ) 

第 15条  本学に、学長の諮問又は教授会が付託する事項について審議するため、必要

な委員会等を置くことができる。  

2 前項の委員会等に関して必要な事項は、別に定める。  

 

第 2章  学事  

 

第 1節  教育課程及び履修方法等  

 

(修業年限及び在学年限 ) 

第 16条  本学の修業年限は、 4年とし、在学年限は、 8年を超えることができない。  
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(教育課程 ) 

第 17条  体育学部の教育課程は、教養教育科目、総合教育科目、専門教育科目、学科

共通科目及び領域科目に区分する。  

2 児童スポーツ教育学部の教育課程は、言語コミュニケーション科目、教養科目、総

合科目、基軸科目、学科共通科目及びコース科目に区分する。  

3 保健医療学部の教育課程は、言語コミュニケーション科目、教養科目、総合科目、

数理・情報系、生物学系、体育学系及び専門教育科目に区分する。  

4 開設する授業科目は、必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを各年次に配

当して編成する。  

5 各学部、各学科及びコースの授業科目並びに単位数等は、別表 1、別表 2及び別表 3

のとおりとする。  

 

(修得単位数 ) 

第 18条  本学の学生が修得しなければならない単位数は、前条に規定する教育課程に

より、次のとおりとする。  

体
育
学
部 

区分  体育学科  健康学科  武道学科  社会体育学科  

教養教育科目  22 22 22 22 

総合教育科目  6 6 6 6 

専門教育科目  31 31 31 31 

学科共通科目  29 40 40 32 

領域科目  

ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ

教育  
36 

ﾍ ﾙ ｽ ﾌ ﾟ ﾛ

ﾓｰｼｮﾝ 
25 武道教育  25 

生 涯 ｽ ﾎ ﾟ ｰ

ﾂ 
33 

競 技 ｽ

ﾎﾟｰﾂ 
36 

ｿ ｰ ｼ ｬ ﾙ ｻ

ﾎﾟｰﾄ 
25 伝統芸能  25 

ｽ ﾎ ﾟ ｰ ﾂ ﾏ ﾈ

ｼﾞﾒﾝﾄ 
33 

卒業要件単位数  124単位以上  124単位以上  124単位以上  124単位以上  

 

児
童
ス
ポ
ー
ツ
教
育
学
部 

区分  児童スポーツ教育学科  

言語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科目  4 

教養科目  10 

総合科目  3 

基軸科目  8 

学科共通科目  29 

コース専門科目  
児童ｽﾎﾟｰﾂ教育  84 

幼児教育保育  84 

卒業要件単位数  138単位以上  
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保
健
医
療
学
部 

区分  整復医療学科  救急医療学科  

言語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科目    

教養科目    

総合科目  25 25 

数理・情報系    

生物学系    

体育学系    

専門教育科目  

 

104（卒業研究 2単位を含  

む。）  

 104（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ又は卒業研究  

2 単位を含む。）  

卒業要件単位数  129 単位以上  129 単位以上  

 

(他の学部学科の授業科目の履修 ) 

第 18条の 2 学生は、第 17条第 5項の所定の授業科目のほか、他の学部学科の授業科目

を履修することができる。  

2 前項により修得した単位は、前条に定める卒業要件単位数に含めない。  

 

（メディアを利用して行う授業）  

第 18条の 3 メディアを利用して行う授業は、あらかじめ指定した日時にパソコンその

他双方向の通信手段によって行うものとする。  

2 前項の授業の実施に関する詳細は、別に定める。  

 

(教職課程等 ) 

第 19条  教育職員免許状を取得するためには、第 18条に規定する単位のほか、教育職

員免許法 (昭和 24年法律第 147号 )及び同法施行規則 (昭和 29年文部省令第 26号 )の規定

するところにより、教職に関する科目を履修しなければならない。  

2 本学の各学科において取得できる資格及び免許の種類は、次のとおりとする。  

(1) 体育学部各学科  

高等学校教諭一種免許状 (保健体育 ) 

中学校教諭一種免許状 (保健体育 ) 

(2) 体育学部健康学科  養護教諭一種免許状  

(3) 児童スポーツ教育学部児童スポーツ教育学科  

 ア  児童スポーツ教育コース  

小学校教諭一種免許状  

幼稚園教諭一種免許状  

 イ  幼児教育保育コース  幼稚園教諭一種免許状  

 

(履修科目の登録 ) 

第 20条  学生は、毎学年初めに、当該年度に履修すべき授業科目を登録しなければな

らない。  
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2 前項により登録した授業科目以外の授業科目は、履修し又は単位を修得することが

できない。  

3 授業科目の履修に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(単位の計算方法 ) 

第 21条  授業科目の単位の計算方法は、1単位の授業科目を 45時間の学修を必要とする

内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果

及び授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により計算するものとする。  

(1) 講義については、 15時間の授業をもって 1単位とする。  

(2) 演習については、 30時間の授業をもって 1単位とする。  

(3) 体育実技、実験、実習、教育実習等については、30時間の授業をもって 1単位と

する。  

2 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等を含む授業科目につい

ては 2単位とする。  

 

(単位の授与 ) 

第 22条  授業科目を履修した者については、試験又はその他の方法により、評価の上、

単位を与える。  

2 前項の授業科目の履修及び試験等に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(他大学等での修得単位の認定 ) 

第 23条  本学が教育上有益と認めるときは、他の大学、短期大学又は外国の大学等と

の協議に基づき、学生に、当該大学又は短期大学等の授業科目を履修すること又は外

国の大学等に留学することを認めることがある。  

2 前項の規定により履修した授業科目については、教授会の議を経て、30単位を限度

として、本学で修得した単位として認めることができる。  

 

(入学前の既修得単位等の認定 ) 

第 24条  本学が教育研究上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に、他の大

学又は短期大学等において履修した授業科目について修得した単位 (科目等履修生と

して修得した単位を含む。 )を、教授会の議を経て、本学に入学した後の本学の授業

科目の履修により修得したものとみなすことができる。  

2 前項の規定により、本学で修得した単位として認めることができる単位数は、編入

学を除き、 30単位を限度とする。  

 

(試験及び成績評価等 ) 

第 25条  履修した授業科目に関する試験は、原則として毎学期末又は年度末に行う。

ただし、各授業科目の担当者が必要と認めるときは、臨時に行うことができる。  

2 前項の試験の成績は、A・B・C・Dの 4種の評語をもって表し、A・B・Cを合格とする。

なお、評価の基準は、別に定める。  
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第 2節  卒業及び学位  

 

(卒業及び学位記 ) 

第 26条  本学に 4年以上在学し、定められた授業科目及び単位数を修得した者について

は、教授会の議を経て、学長が卒業を認定し、学位記を授与する。  

 

(学位の授与 ) 

第 27条  卒業の認定を受けた者には、次の学位を授与する。  

 (1) 体育学部        学士 (体育学 ) 

 (2) 児童スポーツ教育学部  学士 (児童スポーツ教育学 ) 

 (3) 保健医療学部  

  ア  整復医療学科     学士（整復医療学）  

  イ  救急医療学科     学士（救急医療学）  

2 前項の学位に関して必要な事項は、別に定める。  

 

第 3節  学年、学期及び休業日  

 

(学年 ) 

第 28条  学年は、 4月 1日に始まり、翌年 3月 31日に終わる。  

 

(学期及び授業期間 ) 

第 29条  学年は、次の 2学期とする。  

前学期： 4月 1日から 9月 30日まで  

後学期： 10月 1日から翌年 3月 31日まで  

2 授業期間は、試験日等を含め、年間 35週以上とする。  

 

(休業日 ) 

第 30条  学年中の定期休業日は、次のとおりとする。  

(1) 国民の祝日に関する法律 (昭和 23年法律第 178号 )に規定される休日  

(2) 日曜日  

(3) 開学記念日： 9月 20日  

(4) 夏季休業： 7月 20日から 9月 15日まで  

(5) 冬季休業： 12月 23日から翌年 1月 7日まで  

(6) 春季休業： 3月 11日から 3月 31日まで  

2 前項の規定にかかわらず、学長は、臨時に休業日を設け、又は休業日を変更するこ

とができる。  

 

第 4節  入学、転学科、編入学、再入学、休学、退学及び除籍  
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(入学の時期 ) 

第 31条  入学の時期は、学年の初めとする。  

 

(入学資格 ) 

第 32条  本学への入学資格は、学校教育法第 90条並びに同法施行規則第 150条、第 153

条及び第 154条の規定により、次の各号の一に該当するものとする。  

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者  

(2) 通常の課程による 12年の学校教育を修了した者  

(3) 通常の課程以外の課程により、これに相当する学校教育を修了した者  

(4) 外国において学校教育における 12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で

文部科学大臣の指定したもの  

(5) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外

教育施設の当該課程を修了した者  

(6) 学校教育法施行規則第 150条第 4号の規定に基づき文部科学大臣の指定した者  

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者

(大学入学資格検定に合格した者を含む ) 

(8) 本学において、個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認めた者で、 18歳に達したもの  

(9) 本学が定める分野において、特に優れた資質を有すると認められ、高等学校に

文部科学大臣が定める年数以上在学した者（これに準ずる者として文部科学大臣が

定める者を含む。）  

2 個別の入学資格審査に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(出願 ) 

第 33条  本学への入学志願者は、次の書類に、別に定める入学検定料を添えて、出願

しなければならない。  

(1) 入学願書 (本学所定 ) 

(2) 出身学校長が作成した調査書  

(3) 健康診断書 (本学所定 ) 

2 前項の規定にかかわらず、必要に応じて推薦書その他を提出させることができる。 

3 外国人留学生に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(合格者の決定 ) 

第 34条  本学は、前条の入学志願者につき、選考の上、合格者を決定する。  

 

(入学手続等 ) 

第 35条  合格者は、所定の期日までに、入学金その他所定の学費等を添えて、所定の

入学手続をし、所定の様式によって誓約をするとともに、保証人を定めて届け出なけ

ればならない。  

2 学長は、前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。  
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3 第 1項の保証人は、父母又はこれに代わる成年の親族で、独立の生計を営む者とす

る。  

4 保証人を変更しようとするとき、若しくは保証人が死亡又は転居したときは、直ち

に所定の様式によって届け出なければならない。  

5 前 2条に規定するもののほか、出願手続、入学者の選考及び入学手続に関して必要

な事項は、別に定める。  

 

(転学科 ) 

第 36条  本学の体育学部の学生が、本学が体育学部に設置する他の学科に転学科を願

い出た場合は、審査の上、教授会の議を経て、これを許可することがある。  

2 転学科に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(編入学 ) 

第 37条  本学への編入学は、収容定員の範囲内で、選考の上、教授会の議を経て、こ

れを許可することがある。  

2 前項の編入学を出願できる者の資格は、大学卒業者又は中退者、短期大学又は高等

専門学校を卒業した者、その他これと同等以上の学力があると認められる者とする。 

3 第 1項に規定する編入学に関して必要な事項、並びに本学への編入学を許可された

者の既修得単位の取扱い及び在学期間の通算等の取扱い等に関して必要な事項は、別

に定める。  

 

(再入学 ) 

第 38条  願い出により退学した者又は学費等滞納により除籍となった者が再入学を願

い出た場合は、審査の上、教授会の議を経て、これを許可することがある。  

2 再入学に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(休学 ) 

第 39条  学生が、疾病その他やむを得ない理由により、引き続き 2カ月以上就学するこ

とができないときは、当該学期までの学費を全納の上、理由を付して学長に願い出て、

許可を得て休学することができる。  

2 疾病により休学するときは、医師の診断書を添付しなければならない。  

3 伝染性の疾病又は精神障害のため、就学することが適当でないと認められた者には、

一定期間、休学を命ずることがある。  

4 休学期間は、その学年末までとする。ただし、特別の事情があるときは、引き続き

休学を願い出ることができる。  

5 休学期間は、通算して 2年を超えることができない。  

6 休学期間は、第 16条に定める修業年限並びに在学年限に算入しない。  

7 休学期間満了のとき又は休学期間内であってもその理由が消滅したときは、学長の

許可を得て復学することができる。  

8 休学期間中の学費は、別に定める額を納入するものとする。  
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(退学 ) 

第 40条  退学しようとする者は、その理由を付して、保証人の連署をもって願い出、

学長の許可を得なければならない。  

 

(除籍 ) 

第 41条  次の各号の一に該当する者は、教授会の議を経て、除籍する。  

(1) 授業料その他の学費を納入しないで、督促しても、なお納入する意思が認めら

れない者  

(2) 第 16条に定める在学年限を超えた者  

(3) 第 39条第 5項に定める休学期間を超えても、なお就学することができない者  

(4) 長期にわたり行方不明の者  

 

第 5節  入学金、授業料等学費、入学検定料並びに奨学金  

 

(入学者の納入金 ) 

第 42条  本学に入学する者は、入学金、授業料その他所定の学費等を、定められた期

日までに納入しなければならない。  

2 入学金、授業料その他所定の学費等の種類及び金額並びに入学検定料については、

別表 4の定めるところによる。  

3 編入学、又は再入学した者の学費は、その者の該当する年次の在学生と同額とする。 

 

(本学学生の学費等 ) 

第 43条  本学学生は、別表 4に定める授業料その他所定の学費等を、定められた期日ま

でに納入しなければならない。  

2 授業料その他所定の学費等の額及び納入方法については、別に定める。  

 

(授業料の納入 ) 

第 44条  学費のうち、授業料は、次の 2期に分けて納入することができる。  

前学期分： 4月 1日から同月 30日までの間  

後学期分： 10月 1日から同月 31日までの間  

 

(退学者の学費 ) 

第 45条  退学者については、その者が在学していた学期までの学費を徴収する。  

 

(停学者の学費 ) 

第 46条  停学を命ぜられた者の停学期間中の学費は、これを徴収する。  

 

(既納の納入金 ) 

第 47条  既納の入学検定料並びに入学金、授業料その他所定の学費等の納入金は、い
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かなる理由があっても返還しない。ただし、入学辞退者で、別に示す期日までに所定

の手続をして返還を申し出た者に限り、入学金以外の学費を返還する。  

 

(奨学金 ) 

第 48条  本学は、成績優秀で経済的に恵まれない者を奨学制度のある団体等の奨学生

に推薦するほか、特に優れた資質が認められる学生を、本学の特別奨学生として、授

業料その他の学費を減免することがある。  

2 前項の本学の特別奨学生に関して必要な事項は、別に定める。  

 

第 6節  科目等履修生、特別履修生、委託生、研究生及び聴講生  

 

(科目等履修生 ) 

第 49条  本学の学生以外の者が、本学が開設する 1又は複数の授業科目を履修すること

を希望するときは、本学の学生の学修を妨げない場合に限り、選考の上、科目等履修

生として入学を許可することがある。  

2 前項により入学した者には、第 22条の規定を準用し、単位を与える。  

3 科目等履修生に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(特別履修生 ) 

第 50条  他の大学、短期大学又は外国の大学等の学生で、本学の特定の授業科目を履

修することを希望する者があるときは、当該大学等との協議に基づき、特別履修生と

して受け入れることがある。  

2 前項の特別履修生に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(委託生 ) 

第 51条  教育委員会又は学校その他の機関等から委託がある場合は、委託生として受

け入れることがある。  

2 前項の委託生に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(研究生 ) 

第 52条  本学の学生以外の者で、本学において研究することを希望する者があるとき

は、選考の上、研究生として受け入れることがある。  

2 前項の研究生に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(聴講生 ) 

第 53条  本学所定の授業科目中 1科目又は数科目を選んで聴講する希望者があるとき

は、本学学生の学修を妨げない場合に限り、聴講生として聴講することを許可するこ

とがある。ただし、聴講生には単位は授与しない。  

2 前項の聴講生に関して必要な事項は、別に定める。  
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第 7節  寄付講座、公開講座及び受託研究等  

 

(寄付講座 ) 

第 54条  本学は、一般企業等からの寄付を有効に活用し、本学の主体性を維持しつつ、

本学の教育研究の進展及び充実に資するため、寄付講座等を設けることができる。  

2 前項の寄付講座等に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(公開講座 ) 

第 55条  本学は、本学における教育研究を広く社会に開放し、本学の目的達成に資す

るため、公開講座等を開設することができる。  

2 前項の公開講座等に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(受託研究等 ) 

第 56条  本学は、本学の教育研究上有意義であり、かつ、本来の教育研究に支障を生

ずる恐れがないと認められる場合、外部機関等からの受託研究及び外部機関等との共

同研究ができる。  

2 前項の受託研究及び共同研究に関して必要な事項は、別に定める。  

 

第 8節  賞罰  

 

(学生の表彰 ) 

第 57条  本学は、学業その他の活動において、特に優秀な成績を挙げた者又は特に善

行のあった者等については、教授会の議を経て、学長がこれを表彰することがある。 

2 前項の学生の表彰に関して必要な事項は、別に定める。  

 

(学生の懲戒 ) 

第 58条  学生が本学の諸規則に違反し、又は学生の本分に反する行為があったと認め

られた者については、教授会の議を経て、学長がこれを懲戒する。  

2 前項の懲戒は、退学、停学及び訓告の 3種類とする。  

3 前項の退学処分は、次の各号の一に該当する学生について行う。  

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者  

(2) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者  

(3) 正当な理由がなく、出席が常でないと認められる者  

(4) 本学の秩序を乱した者又は学生としての本分に反する行為があったと認められ

る者  

4 第 2項の停学処分の期間は、第 16条に定める在学年限に算入し、修業年限に算入し

ない。ただし、特別の事情がある場合には、教授会の議を経て、修業年限に算入する

ことができる。  

 

(学生団体の活動 ) 

 
 

14 



第 59条  本学の学生団体の活動で、本学の目的に反すると認められる事態が生じた場

合は、学長は、教授会の議を経て、その団体の活動の停止又は解散を命ずることがあ

る。  

 

第 9節  学則の改正  

 

(学則の改正 ) 

第 60条  学則の改正は、学部長会の議を経て理事会が行う。  

 

附  則  

1 この学則は、昭和 50年 4月 1日から施行する。  

2 昭和 48年度以前に入学した者に対する授業科目及び単位数は、第 14条の規定にかか

わらずなお従前の例による。  

3 昭和 49年度以前に入学した者の授業料は、第 43条の規定にかかわらずなお従前の例

による。  

 

附  則  

この改正は、昭和 51年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

この改正は、昭和 51年 5月 1日から施行する。  

 

附  則  

この改正は、昭和 52年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

1 教育課程の変更については、昭和 53年 3月 24日から施行し、昭和 52年 4月 1日から適

用する。  

2 この改正は、昭和 53年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

この改正は、昭和 54年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

この改正は、昭和 54年 6月 1日から施行する。  

 

附  則  

この学則は、昭和 55年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  
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この学則は、昭和 55年 7月 23日から施行し、昭和 55年 4月 1日から適用する。  

 

附  則  

この学則は、昭和 56年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

この学則は、昭和 57年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

教育課程の変更については、昭和 57年 12月 8日から施行し、昭和 54年 4月 1日以降入学

した者から適用する。  

 

附  則  

この学則は、昭和 58年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

この学則は、昭和 60年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

この学則は、昭和 61年 4月 1日から施行する。ただし、第 12条の規定にかかわらず、昭

和 61年度から昭和 74年度までの間の入学定員は、次のとおりとする。  

学科  入学定員  

体育学科  750人  

健康学科  160人  

武道学科  120人  

社会体育学科  160人  

 

附  則  

この学則は、昭和 63年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

この学則は、平成 2年 4月 1日から施行する。ただし、入学検定料、授業料及び施設費

については、平成 2年度入学する者から適用する。  

 

附  則  

この学則は、平成 2年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

この規程は、平成 4年 1月 22日から施行し、平成 3年 7月 1日から適用する。  
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附  則  

この学則は、平成 5年 4月 1日から施行する。ただし、入学検定料については平成 5年度

入学する者から適用する。  

 

附  則  

この学則は、平成 5年 3月 11日から施行し、平成 5年 4月 1日から適用する。  

 

附  則  

1 この改正学則は、平成 7年 4月 1日から施行する。ただし、入学検定料、授業料等学

納金については、平成 7年度入学者から適用する。  

2 この改正学則において、昭和 61年 4月 1日施行の附則中の「学則第 12条」は「学則第

5条」に、「昭和 74年度」は「平成 11年度」に読み替えるものとする。  

 

附  則  

この学則は、平成 9年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

(施行期日 ) 

1 この学則は、平成 12年 4月 1日から施行する。  

(経過措置 ) 

2 入学検定料、授業料等学納金については、平成 12年度入学者から適用する。  

3 平成 12年 3月 31日に在学する者に係る学費等の額は、なお従前の例による。  

4 第 5条の規定にかかわらず、昭和 61年 4月 1日施行の附則中の入学定員等は、平成 12

年度から平成 16年度までの間、次のとおりとする。  

学科

＼年

度  

平成 12年度  平成13年度  平成 14年度  平成 15年度  平成 16年度  

入 学

定員  

収 容

定員  

入 学

定員  

収 容

定員  

入 学

定員  

収 容

定員  

入 学

定員  

収 容

定員  

入 学

定員  

収 容

定員  

体 育

学科  

724人  2974

人  

698人  2922

人  

672人  2844

人  

646人  2740

人  

620人  2636

人  

健 康

学科  

160人  640人  160人  640人  160人  640人  160人  640人  160人  640人  

武 道

学科  

120人  480人  120人  480人  120人  480人  120人  480人  120人  480人  

社 会

体 育

学科  

160人  640人  160人  640人  160人  640人  160人  640人  160人  640人  

 

附  則  
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(施行期日 ) 

この学則は、平成 12年 12月 15日から施行する。  

 

附  則  

(施行期日 ) 

1 この学則は、平成 13年 4月 1日から施行する。  

(経過措置 ) 

2 改正後の別表 1は、平成 12年 4月 1日以降の入学生から適用する。  

3 改正後の別表 1にかかわらず、平成 11年 4月 1日以前の入学生については、なお従前

の例による。  

 

附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 15年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 15年 10月 31日から施行する。  

 

附  則  

(施行日 ) 

1 この学則は、平成 16年 4月 1日から施行する。  

(経過措置 ) 

2 第 5条の規定にかかわらず、平成 16年度から平成 18年度までの収容定員は、次のと

おりとする。  

学科＼年度  平成 16年度  平成 17年度  平成 18年度  

収容定員  収容定員  収容定員  

体育学科  2,636人  2,558人  2,506人  

健康学科  640人  640人  640人  

武道学科  480人  480人  480人  

社会体育学科  640人  640人  640人  

合計  4,396人  4,318人  4,266人  

 

附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 17年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

(施行日 ) 
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この学則は、平成 17年 10月 28日から施行する。  

 

附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 19年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 19年 10月 1日から施行する。  

 

附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 20年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

(施行日 ) 

1 この学則は、平成 21年 4月 1日から施行する。  

(経過措置 ) 

2 改正後の別表 1は、平成 21年度の入学生から適用し、平成 20年度以前の入学生につ

いては、なお従前の例による。  

 

附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 22年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 24年 4月 1日から施行する。  

 

  附  則  

(施行日 ) 

1 この学則は、平成 25年 4月 1日から施行する。  

(経過措置 ) 

2 改正後の別表 1は、平成 25年度の入学生から適用し、平成 24年度以前の入学生につ

いては、なお従前の例による。  

 

  附  則  

(施行日 ) 

 この学則は、平成 25年 4月 1日から施行する。  
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附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 26年 4月 1日から施行する。  

 

附  則  

(施行日 ) 

この学則は、平成 26年 4月 1日から施行する。  

 

 

別表１ （第 17条第 5項関係）  

  授業科目及び単位数  

  体育学部  

   （略）  

 

別表２ （第 17条第 5項関係）  

  授業科目及び単位数  

  児童スポーツ教育学部  

   （略）  

 

別表３ （第 17条第 5項関係）  

  授業科目及び単位数  

  保健医療学部  

   （別紙のとおり）  

 

別表４ （第 42条第 2項及び第 43条第 1項関係）  

  学費等  

   （別紙のとおり）  
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1

別表３（第１７条第５項関係）
授業科目及び単位数
保健医療学部

凡例：●は必修科目、○は選択必修科目
区分
名称１

区分
名称２ 授業科目 単位 期 授業方法 1年 2年 3年 4年

医療英語Ⅰ 1 半期 演習 ●

医療英語Ⅱ 1 半期 演習 ●

英語コミュニケーションⅠ 1 半期 演習 ●

英語コミュニケーションⅡ 1 半期 演習 ●

現代社会と憲法 2 半期 講義 ○

変貌する社会と医療 2 半期 講義 ○

こころと行動の科学 2 半期 講義 ○

生命の科学 2 半期 講義 ○

社会と人間生活 2 半期 講義 ○

スポーツ人類学 2 半期 講義 ○

科学思想史 2 半期 講義 ○

文学と人間 2 半期 講義 ○

発育発達論 2 半期 講義 ○

日体大の歴史（日体伝統実習を含む） 2 半期 講義 ●

野外活動実習 1 集中 実習 ●

数理科学 2 半期 講義 ○

統計学 2 半期 講義 ○

情報機器の操作 2 半期 講義 ●

基礎生物学 2 半期 講義 ●

細胞生物学 2 半期 講義 ○

アスレティックトレーニング（基礎） 1 半期 実習 ○

アスレティックトレーニング（応用） 1 半期 実習 ○

コンディショニング 1 半期 実習 ○

学部共通科
目から

25単位以上

（必修8科目
11単位、選択
15科目27単
位の中から14
単位以上）

必要単位

保
健
医
療
学
部
共
通
科
目

言
語
コ
ミ

ュ

ニ
ケ
ー

シ

ョ

ン
科
目

教
養
科
目

総
合

科
目

数
理
・

情
報
系

生
物

学
系

体
育
学

系
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区分
名称１

区分
名称２ 授業科目 単位 期 授業方法 1年 2年 3年 4年 必要単位

栄養学（スポーツ栄養学を含む） 2 半期 講義 ●

発育と発達 2 半期 講義 ●

加齢学 2 半期 講義 ●

生化学 2 半期 講義 ●

解剖学Ⅰ（解剖見学実習を含む） 4 通年 講義 ●

解剖学Ⅱ 2 半期 講義 ●

生理学Ⅰ 4 通年 講義 ●

生理学Ⅱ 2 半期 講義 ●

運動学 2 半期 講義 ●

運動学実習 1 半期 実習 ○

病理学総論 2 半期 講義 ●

病理学各論 2 半期 講義 ●

一般臨床医学 2 半期 講義 ●

神経内科学 2 半期 講義 ○

外科学概論 2 半期 講義 ●

精神医学 2 半期 講義 ○

救急医学 2 半期 講義 ○

整形外科学 2 半期 講義 ●

スポーツ整形外科学 2 半期 講義 ○

リハビリテーションⅠ 2 半期 講義 ●

リハビリテーションⅡ 2 半期 講義 ●

医用画像読影学 2 半期 講義 ○

関係法規 2 半期 講義 ●

医学概論 2 半期 講義 ○

医療危機管理 2 半期 講義 ○

衛生学・公衆衛生学 2 半期 講義 ●

障害者保健学 2 半期 講義 ○

高齢者保健学 2 半期 講義 ○

柔道Ⅰ 2 通年 実習 ●

柔道Ⅱ 2 通年 実習 ●

運動器の解剖学 2 半期 講義 ●

整復外傷学総論Ⅰ（骨損傷） 2 半期 講義 ●

整復外傷学総論Ⅱ（関節損傷） 2 半期 講義 ●

整復外傷学総論Ⅲ（軟部組織損傷） 2 半期 講義 ●

運動器損傷治療学総論 2 半期 講義 ●

運動器損傷の評価法 2 半期 講義 ○

骨損傷Ⅰ（肩甲帯〜上腕） 2 半期 講義 ●

骨損傷Ⅱ（前腕〜手指） 2 半期 講義 ●

骨損傷Ⅲ（下肢と体幹） 2 半期 講義 ●

関節損傷Ⅰ（上肢） 2 半期 講義 ●

関節損傷Ⅱ（下肢と体幹） 2 半期 講義 ●

軟部組織損傷Ⅰ（上肢と体幹） 2 半期 講義 ●

軟部組織損傷Ⅱ（下肢） 2 半期 講義 ●

アスレティックリハビリテーション論 2 半期 講義 ○

応用整復治療学演習Ⅰ 2 半期 演習 ○

応用整復治療学演習Ⅱ 2 半期 演習 ○

運動器損傷治療学実習Ⅰ（包帯法） 2 通年 実習 ●

運動器損傷の評価法実習 2 通年 実習 ●

運動器損傷治療学実習Ⅱ（後療法） 2 通年 実習 ●

整復治療学実習Ⅰ（肩甲帯～上腕） 1 半期 実習 ●

整復治療学実習Ⅱ（前腕～手指） 1 半期 実習 ●

整復治療学実習Ⅲ（頭・頚部、体幹） 1 半期 実習 ●

整復治療学実習Ⅳ（下肢） 1 半期 実習 ●

応用整復治療学実習Ⅰ 1 半期 実習 ●

応用整復治療学実習Ⅱ 1 半期 実習 ●

予防とコンディショニング 1 半期 実習 ●

アスレティックリハビリテーション 1 半期 実習 ●

臨床実習Ⅰ 1 半期 実習 ●

臨床実習Ⅱ 1 半期 実習 ●

整復医療総合演習Ⅰ 1 半期 演習 ●

整復医療総合演習Ⅱ 1 半期 演習 ●

卒業研究 2 通年 演習 ●

専門教育科
目から

104単位以上

（必修48科目
88単位、選択
14科目27単
位の中から16
単位以上）

整
復
医
療
学
科
　
専
門
教
育
科
目

総
合

基
礎
柔
道
整
復
学

臨
床
柔
道
整
復
学

柔
道
整
復
実
技

（
臨
床
実
習
を
含
む

）

健
康
科
学
人
間
の
構
造
と
機
能

疾
病
と
傷
害

保
健
医
療
福
祉
と
柔
道

整
復
の
理
念
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区分
名称１

区分
名称２ 授業科目 単位 期 授業方法 1年 2年 3年 4年 必要単位

医学概論 2 半期 講義 ●

公衆衛生学Ⅰ 2 半期 講義 ●

公衆衛生学Ⅱ 2 半期 講義 ○

解剖学Ⅰ 2 半期 講義 ●

解剖学Ⅱ（解剖見学実習を含む） 2 半期 講義 ○

生理学Ⅰ 2 半期 講義 ●

生理学Ⅱ 2 半期 講義 ○

生化学 2 半期 講義 ●

病理学 2 半期 講義 ●

微生物学 2 半期 講義 ●

血液学 2 半期 講義 ○

免疫学 2 半期 講義 ○

薬理学 2 半期 講義 ●

救命救助法 1 集中 実習 ●

内科学Ⅰ 2 半期 講義 ●

内科学Ⅱ 2 半期 講義 ●

内科学Ⅲ 2 半期 講義 ●

内科学Ⅳ 2 半期 講義 ●

内科学Ⅴ 2 半期 講義 ●

内科学Ⅵ 2 半期 講義 ●

医療コミュニケーション学 2 半期 講義 ○

医療安全論 2 半期 講義 ○

救急医学概論 2 半期 講義 ●

救急処置総論 2 半期 講義 ●

救急処置各論 2 半期 講義 ●

災害医学 2 半期 講義 ●

外科学Ⅰ 2 半期 講義 ●

外科学Ⅱ 2 半期 講義 ●

外傷学 2 半期 講義 ●

環境障害・急性中毒学 2 半期 講義 ●

救急搬送論 2 半期 講義 ○

小児科学 2 半期 講義 ●

産婦人科学 2 半期 講義 ●

整形外科学 2 半期 講義 ●

脳外科学 2 半期 講義 ●

精神医学 2 半期 講義 ●

放射線概論 2 半期 講義 ●

シミュレーションⅠ 2 半期 実習 ●

シミュレーションⅡ 2 半期 実習 ●

シミュレーションⅢ 3 半期 実習 ●

シミュレーションⅣ 3 半期 実習 ●

シミュレーションⅤ 2 半期 実習 ●

シミュレーションⅥ 2 半期 実習 ●

病院内実習 10 集中 実習 ●

救急車同乗実習 3 集中 実習 ●

産業保健学 2 半期 講義 ○

環境衛生工学 2 半期 講義 ○

職業適性論 2 半期 講義 ○

労働衛生法規Ⅰ 2 半期 講義 ○

労働衛生法規Ⅱ 2 半期 講義 ○

インターンシップ 2 集中 実習 ○

卒業研究 2 通年 演習 ○

専門教育科
目から

104単位以上

（必修37科目
84単位、選択
15科目30単
位の中から20
単位以上）

「インターン
シップ」か「卒
業研究」のい
ずれかを選択

救
急
医
療
学
科
　
専
門
教
育
科
目

基
礎
医
学
系

救
急
医
学
系

衛
生
学
系

総
合



別表４ (第 42条第２項及び第 43条第１項関係 ) 

 

学費等（体育学部及び児童スポーツ教育学部 ）  

入学金 (入学時のみ ) 300,000円  

授業料  700,000円  

施設整備費  200,000円  

教育充実費  200,000円  

健康管理費  10,000円  

 

入学検定料  30,000円  

注  授業料、施設整備費、教育充実費、健康管理費は、毎年次納入する。  

 

学費等（保健医療学部整復医療学科 ）  

入学金 (入学時のみ ) 300,000円  

授業料  900,000円  

施設整備費  300,000円  

教育充実費  250,000円  

健康管理費  10,000円  

実習費  100,000円  

 

入学検定料  30,000円  

注  授業料、施設整備費、教育充実費、健康管理費は、毎年次納入する。  

 

学費等（保健医療学部救急医療学科）  

入学金 (入学時のみ ) 300,000円  

授業料  900,000円  

施設整備費  300,000円  

教育充実費  250,000円  

健康管理費  10,000円  

実習費  250,000円  

 

入学検定料  30,000円  

注  授業料、施設整備費、教育充実費、健康管理費は、毎年次納入する。  
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